公益に関与する際の企業寄付の効果の獲得と戦略性 : サブサハラ・アフリカでの事例から by 金子 鋭一
公益に関与する際の企業寄付の効果の獲得と戦略性
: サブサハラ・アフリカでの事例から
著者 金子 鋭一
著者別名 KANEKO Eiichi
ページ 1-173
発行年 2019-03-24
学位授与番号 32675甲第459号
学位授与年月日 2019-03-24
学位名 博士(政策学)
学位授与機関 法政大学 (Hosei University)
URL http://doi.org/10.15002/00021764
1 
 
博士学位論文 
論文内容の要旨および審査結果の要旨 
 
氏名 金子 鋭一 
学位の種類 博士（政策学） 
学位記番号 第 701号 
学位授与の日付 2019年 3月 24日 
学位授与の要件 本学学位規則第 5条第 1項(1)該当者(甲) 
論文審査委員 主査 教授 井上 善海 
副査 教授 樋口 一清 
副査（学外）麗澤大学教授 髙 巌 
 
公益に関与する際の企業寄付の効果の獲得と戦略性 
―サブサハラ・アフリカでの事例から 
 
I. 著作内容の要旨 
 
1. 本論文の目的と意義 
 金子鋭一氏は、1996 年に創価大学大学院経済学研究科において修士（経済学）、1997 年
に英国レディング大学大学院(University of Reading, Postgraduate School)においてMA 
in Rural Social Developmentの学位を取得後、NPOでの勤務経験を経て、企業に勤務を
している。その間、2014年には、日本福祉大学大学院国際社会開発研究科において修士（開
発学）の学位を取得している。また 2015年 4月に法政大学大学院政策創造研究科博士課程
に進学し、現在に至っている。 
 金子氏の今回の学位請求論文「公益に関与する際の企業寄付の効果の獲得と戦略性 － 
サブサハラ・アフリカでの事例から」は、企業寄付という企業の裁量的責任の領域に関す
る行動の効果の獲得と戦略性、そしてその諸条件の検証を通じて、公的サービスの制約に
直面する途上国であっても、企業が寄付を通じた裁量的責任に関する活動を展開していく
ことが可能であることを明らかにしている。 
欧米を中心とした企業寄付の先行研究からは、CSV(共有価値の創造)、つまり、伝統的な
慈善活動から経済的価値と社会的価値の両立を目指す動きが世界的に広くみられることが
明らかにされている。他方、開発の立ち遅れや貧困の削減が社会的な課題となっている途
上国では、公的サービスのキャパシティが不足しているため、企業が自社のアセットを活
用し、本来企業が取り組む必要がないと思われる「公益」に関与する事例が多くみられる
と指摘されている。 
本研究では、公的サービスの供給面で最も深刻な課題を抱えていると言われるサブサハ
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ラ・アフリカを検証の対象地域として選定し、以下の項目について研究を行っている。 
まず、企業はなぜ自社のアセットを活用してまで公益に関与することとなるのかという
企業寄付の動機の解明である。次に、企業は、企業寄付にどのような効果を期待し、その
効果の獲得のためにどのような戦略を採用しているのかという企業寄付の効果の獲得と戦
略性の解明である。さらに期待される効果や戦略性は、先進国と途上国で類似の性質を持
っているのか、それともと大きく異なっているのか、すなわち、途上国型ともいえる特性
の有無の確認を行っている。これらの結果をふまえ、本論文では、サブサハラ・アフリカ
諸国において、企業が公益に関与する際の企業寄付の負荷は必ずしも高くなく、企業がさ
らに公益に関われる余地があるのではないかという仮説に基づいて、実際の企業寄付の負
荷についての検証を行っている。 
筆者は、17 年を超えるアフリカでの豊富な実務的経験を踏まえ、実証的な手法でサブサ
ハラ・アフリカでの企業の寄付の実態についてその解明を試みている。また、本論文では、
Valente & Craneの公的責任戦略のフレームワーク、Ansell and Gash及び島岡・佐藤の協
業ガバナンス・モデルの概念等を援用することで、サブサハラ・アフリカ企業の、公益に
関係する企業寄付の効果の獲得と戦略の特性を分析しており、独自性に富み、実践的な意
義も高い論文となっている。 
 
 
2. 本論文の構成と内容 
 
2.1 本論文の構成 
本論文の構成は以下の通りである。 
 
第 1章： 本論文の背景と問題意識、及び目的       
第 1節 はじめに         
 第 2節 本論文の位置付けと研究対象       
第 3節 本論文の背景と問題意識         
 第 4節 本論文の目的、及び方法論       
 第 5節 本論文の構成        
 
第 2章： 先行研究と本研究の位置付け 
－ 英米諸国を中心とした先行研究のレビュー      
第 1節 企業寄付の学術研究上の位置付け       
第 2節 企業寄付の先行研究のレビュー         
 2-1. Impure Altruism Model(不純な利他主義モデル)     
  2-2. Managerial Discretion Model(経営者裁量モデル)     
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 2-3. Organization Slack(組織スラック)    
 2-4. 社会的責任の充足       
 2-5. 利他性の表現       
第 3節 企業寄付の 4つの動機       
第 4節 先行研究の議論と解釈       
第 5節 企業寄付の対外的な表現の抑制      
第 6節 企業寄付のコミュニケーションに関する先行研究レビュー   
 6-1. 企業寄付の動機を伝え、理解を得る     
 6-2. 企業イメージや商品と取り組む社会的課題の 
   適合性や一貫性を保つ      
 6-3. 誠実さや正直さを表現する      
  6-4. 取り組む社会的課題に対する適切な表現手段・ 
    方法・取り組み姿勢を採用する     
  6-5. 利他性を表現し、偽善や懐疑という批判を回避する   
第 7節 第 2章のまとめ        
 
第 3章： サブサハラ・アフリカに関する先行研究と 11か国の企業寄付 
の特性 – 上場企業の web調査から      
第 1節 サブサハラ・アフリカに関する先行研究のレビューと   
 リサーチクエスチョンの設定      
第 2節 サブサハラ・アフリカでの 11カ国の位置付け    
2-1. 経済指標から見た実情の確認      
 2-2. 日本企業の進出状況の確認から     
第 3節 サブサハラ・アフリカでの調査対象     
 3-1.  サブサハラ・アフリカの証券取引所上場企業    
 3-2.  調査方法        
 3-3.  11カ国の国別上場企業の情報公開の特性    
 3-4.  11カ国の産業別の対象企業      
 3-5.  11カ国の国別上場企業の企業寄付の特性    
3-5-1. 取り組み姿勢           
  3-5-2. 支援分野          
  3-5-3. 活動形態       
  3-5.4. 評価        
3-5-5. 公益への関与       
第 4節 調査結果の解釈        
第 5節 第 3章のまとめ        
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第 4章： ケニアでの企業寄付の戦略 － ケニアの 6社の聞き取り調査から   
第 1節 ナイロビ証券取引所の上場企業の調査対象     
第 2節 対象企業の web調査結果       
 2-1. ケニアの産業別情報公開の特性     
 2-2. ケニアの企業寄付の特性       
第 3節 web調査結果の解釈        
第 4節 質問表に対する回答         
第 5節 半構造化面接の結果と解釈       
 5-1. サファリコム社(Safaricom)のインタビュー結果    
  5-1-1. 企業情報       
  5-1-2. 組織体制       
  5-1-3. 重点活動分野       
  5-1-4. 評価活動       
  5-1-5. 対外的なコミュニケーション     
 5-2. ケンジェン社(KenGen)のインタビュー結果     
  5-2-1. 企業情報       
  5-2-2. 組織体制        
  5-2-3. 重点活動分野        
  5-2-4. 評価活動       
  5-2-5. 対外的なコミュニケーション     
5-3. 東アフリカ・ケーブル社(East Africa Cables: EAC) 
のインタビュー結果       
  5-3-1. 企業情報       
  5-3-2. 組織体制       
  5-3-3. 重点活動分野       
  5-3-4. 評価活動       
  5-3-5. 対外的なコミュニケーション     
5-4. ケニア商業銀行社(Kenya Commercial Bank: KCB) 
のインタビュー結果        
  5-4-1. 企業情報       
  5-4-2. 組織体制       
  5-4-3. 重点活動分野       
  5-4-4. 評価活動       
  5-4-5. 対外的なコミュニケーション     
5-5. BOC 社のインタビューの結果      
5-5-1. 企業情報       
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  5-5-2. 組織体制       
  5-5-3. 重点活動分野       
  5-5-4. 評価活動       
  5-5-5. 対外的なコミュニケーション     
5-6. マガディソーダ社(Magadi Soda) 
(現、タタ・ケミカルズ・マガディ社)のインタビュー結果   
5-6-1. 企業情報       
  5-6-2. 組織体制       
  5-6-3. 重点活動分野        
  5-6-4. 評価活動        
  5-6-5. 対外的なコミュニケーション     
第 6節 リサーチクエスチョンに対する半構造化面接の結果    
第 7節 第 4章のまとめ         
 
第 5章： 企業寄付の公的責任戦略 － ケニアの事例から      
第 1節 Public Responsibility Strategyの 4つの戦略        
  1-1. 補完戦略(Supplement strategy)       
 1-2. 支援戦略(Support strategy)        
 1-3. 代替戦略(Substitute strategy)       
 1-4. 刺激戦略(Stimulate strategy)        
第 2節 マガディソーダ社の事例分析       
 第 3節 協働ガバナンス・モデルから見た企業寄付の調整機能と   
 再構築 
第 4節 マガディソーダ社の 2017年現地調査の分析と解釈    
 第 5節 マガディソーダ社と他のケニアの事例から見る特性の確認   
 第 6節 所得獲得とキャパシティ・ビルディングの 3つの支援   
 第 7節 リサーチクエスチョンに対する回答     
 第 8節 第 5章のまとめ        
 
第 6章： 企業寄付の手法 － 社会的投資家の流れ       
第 1節 社会的投資         
第 2節 クラウド・ソーシャル・インベストメント 
(Cloud Social Investment: CLSI )         
第 3節 ソーシャル・インパクト・ボンド      
  (Social Impact Bond: SIB)        
第 4節 第 6章のまとめ          
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第 7章： 結論          
第 1節 本論文のまとめと結論        
第 2節 本論文の学術的貢献と実務的意義、及び限界と課題    
  2-1. 学術的貢献        
  2-2. 実務的意義        
  2-3. 本論文の限界と今後の課題      
 
参考・引用文献一覧         
 
 
2.2 論文の概要 
本論文は、第１章、第 2章～第 3 章、第 4 章～第 5 章、第 6 章及び第 7 章の 5 つの部分
で構成されている。概要を記すと以下の通りである。 
まず、第１章においては、本論文の位置付けと研究対象、背景と問題意識、目的、及び
方法論、そして本論文の構成が明らかにされている。先行研究においては、企業寄付にお
いて、伝統的な慈善活動だけでなく、経済的価値と社会的価値の両立を目指す動き（CSV）
が広くみられることが明らかにされている。こうした寄付の動向をふまえると、企業寄付
は、純粋な利他的行為ではなく、市場原理が働いていること、及び社会科学での検証の妥
当性を示していると言えよう。とりわけ、先進国を中心とした研究では、企業寄付が自社
のアセットを活用した活動であることから、企業寄付による効果の獲得がステイクホルダ
ーからも求められ、そのための戦略性についての研究が進んでいることが明らかにされて
いる。 
他方、途上国に関しては、先進国の場合とは異なり、公的サービスのキャパシティが不
足し、深刻な課題を抱えており、結果的に企業が自社のアセットを活用し、企業寄付を通
じて公益に関与せざるを得ない状況が見受けられる。本研究では、こうした途上国の状況
を踏まえ、公益に関与する際の企業寄付の効果の獲得とその戦略性について検証を行うこ
ととし、公的サービスが不足し、ビジネス環境が最も厳しいサブサハラ・アフリカを調査
対象として選定している。 
その上で、株主価値の向上を重視する企業が、その収益の一部を株主への配当として利
益処分するのではなく、社会や助成財団への寄付として巨額の資金を提供している実態を
踏まえ、企業寄付という企業の裁量的責任を改めて検証することで、企業の社会的責任に
ついて、あるべき役割と責任の範囲や領域を改めて問い直そうと試みている。 
次いで、第 2～3章では、欧米先進国だけでなく、市場環境が異なるサブサハラ・アフリ
カに関する先行研究をレビューし、4つのリサーチ・クエスチョンを設定している。具体的
なリサーチ・クエスチョンは、以下の通り。 
RQ-1:  サブサハラ・アフリカでの企業寄付は、(i)経営者の効用の獲得や(ii)効果の獲得が
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主な動機なのか、それとも(iii)社会的責任の充足や(iv)利他的な表現が主な動機な
のか。前者の場合、経済的効果と社会的効果の両立を動機としているのか。 
RQ-2:  企業のアセットを活用して企業寄付を行うことに対して、企業はステイクホルダー
からの指摘や批判をどのように認識しているのか。また指摘や批判があった場合、
どのように対応しているか。 
RQ-3:  企業寄付の効果を獲得するために、企業寄付の支援分野や活動形態の中で、どのよ
うな戦略を取り入れているのか。 
RQ-4:  企業寄付による公益への関与の負荷にはどのような特性があるのか。 
第 4～5章では、上記のリサーチ・クエスチョンに関して実証的な分析や検証を行ってい
る。具体的には、(1)サブサハラ・アフリカ 11か国の証券市場に上場する企業を対象とした
web 調査、及び(2)ケニアでのオピニオンリーダーともいえる企業に対して行った半構造化
面接の結果を通じて、公益に関与する際の企業寄付の効果の獲得と戦略性、その際のコミ
ュニティ全体の支援（コミュニティ支援）、ベンチャー・フィランソロピーのスキームによ
る支援（VP 支援）、プロジェクト・ベースの支援（プロジェクト支援）の 3 つの支援形態
と、3つの支援形態に影響を与える企業の立地や支援対象者、支援機関、採用する公的責任
戦略などの諸条件について明らかにしている。特に Valente and Craneの公的責任戦略の
フレームワークを援用して、ケニアの事例において「企業寄付の調整機能と再構築」とい
う明確な戦略が採用されていることを浮き彫りにすると共に、Ansell and Gash、及び島
岡・佐藤の協業ガバナンス・モデルの概念を援用し、事例の分析を行っている。 
さらにマガディソーダ社の事例に関して、その戦略の採用の効果について 2007 年の
Muthuri の調査を踏まえ追跡調査を行っている。今回の調査結果では、マガディソーダの
戦略は、必ずしも持続可能性には結びついておらず、所得獲得機会とキャパシティ・ビル
ディングを企業寄付の「仕組み」に取り入れ、戦略として企業寄付の対象先の自助自立が
できるような支援まで踏み込む必要性があることが明らかになった。さらに企業寄付に関
して負荷の高い事例と低い事例を分析し、3 つの支援とその際の諸条件を特定することで、
実践的な内容へと踏み込んだ検証を行っている。特に企業寄付の負荷は、公益に関与して
も必ずしも高いとはいえず、負荷が高い事例でも、本論文で明らかにされた 3 つの支援と
その諸条件を基にすることで、期待する効果の獲得と戦略を企業があらかじめ明確化する
ことができると結論付けている。またその諸条件を活用することで、企業は企業寄付を通
じて事前にどのような効果の獲得を目指すか、またそのための戦略をどのように決めるか
など、公益に関与する際の企業寄付の効果の獲得と戦略性を事前に確認し、必要な対応を
具体化することできる。これにより、企業は、裁量的活動を通じて、さらなる企業の社会
的責任の範囲や領域を拡大させることが可能であることを明らかにしている。 
また、第 4～5 章での分析の結果から、企業寄付にどのような手法を選択するかにより、
企業寄付のポートフォーリオの多様化をもたらすことができること、そして公益への関与
の中でも企業が経済的効果の獲得を可能にし得ることを確認している。これを踏まえ、第 6
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章では、世界的に広がる社会的投資の動向を概観し、企業寄付の将来的な手法の選択がも
たらす効果と、企業寄付の社会的投資への転換の意義について言及している。 
第 7 章では、リサーチ・クエスチョンをベースとした本論文の結論、及び学術的貢献と
実務的意義を明らかにしている。本論文では、経済的効果と社会的効果の両立を如何に戦
略的に達成するかという先進国型の企業寄付は、途上国にはなじまないと結論付けている。
さらに、途上国においては、企業寄付の公益への負荷の内実や、負荷に関わる諸条件の特
性、企業寄付の効果やそのための戦略に関する詳細な分析が求められることが明らかにさ
れている。本論文では、企業寄付の効果と戦略、負荷の問題などを持続可能性の観点から
総合的に分析し、サブサハラ・アフリカ諸国など、行政のキャパシティに課題を抱える途
上国において、企業が自社のアセットを活用して公益への関与を行う場合でも、企業の社
会的責任の拡大が可能であることを示している。 
 
 
 
II. 審査結果の要旨 
 
 
1. 審査経過 
法政大学大学院政策創造研究科では、金子氏の申請を受け、学位論文審査委員会を設置
し、2019年 12月 25日、金子氏から口頭説明を受け、審査委員との質疑を行った。これを
踏まえ、審査委員会として学位を授与することが適当であるとの結果に達した。 
 審査委員は、以下の 3名である。 
井上 善海 (法政大学大学院政策創造研究科教授) 主査 
髙   巌  (麗澤大学大学院経済研究科教授)  副査(外部委員) 
樋口  一清  (法政大学大学院政策創造研究科教授) 副査 
 
 
2. 評価 
 
2.1 本論文の成果 
本論文は、行政のキャパシティに大きな制約を有するサブサハラ・アフリカ諸国におい
て、企業が自社のアセットを活用して公益への関与を行う場合でも、企業の社会的責任の
拡大が可能であることを明らかにしている。具体的には、次の 4 点が本論文の主な成果と
して指摘できる。 
（１）サブサハラ諸国の事例研究を通じて、自社のアセットを活用しているため、経済的
効果の獲得やそのための戦略に重点を置くという、欧米諸国の近年の一般的な企業寄付の
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あり方とは異なり、経済的効果の獲得がなくても、ステイクホルダーから批判を受けない
「途上国型」とも言える企業寄付のあり方が存在することを明らかにした。 
（２）途上国において、企業寄付を通じた公益への関与を企業がどのように選択し、意思
決定するのかを検証するには、企業寄付の持つステイクホルダーとの社会的関係性を企業
がどのように認識しているかを把握する必要性があること、そして、それなしには企業寄
付の目指す効果や採用する戦略が不明瞭なままとなることを明らかにした。 
（３）Valente and Crane(2010)の公的責任戦略の 4つの戦略を踏まえて、企業寄付の戦略
を持続可能性の観点から検証し、以下の 2 つの企業寄付の戦略を明らかにした。一つは企
業寄付の調整機能と再構築であり、もう一つは「コミュニティ側の効果」を意図した所得
獲得とキャパシティ・ビルディングの提供を、企業の「仕組み」として構築することであ
る。 
企業寄付の調整機能と再構築とは、自社の役割と責任を変更・低減しながら企業寄付の
活動から「退出」することを目的とし、しかも「退出」するだけでなく、持続可能で体系
的な取り組みに転換するため、コミュニティに企業の役割と責任の理解を醸成し、新たな
取り組み体制を「再構築」することである。通常、企業との契約終了やプロジェクトの終
了に伴う「退出」はよく見られるが、結果としてコミュニティの課題の緩和や解決につな
がる持続可能性を「再構築」できなければ、その負の効果はその場で活動を行う企業に「回
帰」することとなる。そのため、ビジネス環境の厳しいサブサハラ・アフリカでは、「退出」
と制度化された「再構築」、そして何をどこまで企業が行うかの見極めを慎重に行いながら、
企業が責任から「逃避」したとコミュニティから批判を受けることがないような「均衡点」
を明確にする戦略が重要となる。 
マガディソーダに関する追跡調査では、新しい受け皿となった組織の資源とキャパシテ
ィ不足により、企業寄付の調整機能と再構築だけでは持続可能性を担保することはできず、
「回帰」を起こしていたことが判明した。マガディソーダの事例は、「コミュニティ側の効
果」を意図した所得獲得とキャパシティ・ビルディングの提供を、企業の「仕組み」とし
て織り込み、継続的な支援体制を企業寄付の戦略として構築することが求められることを
示している。 
（４）また、本研究では、企業寄付の負荷の実情を確認し、企業寄付が公益に関与する場
合の負荷は、「コミュニティ支援」、「プロジェクト支援」、又は「VP支援」のどの支援類型
を採用するかに影響を受けること、及び、その「期間」、「地理的特性」、「支援対象者」、「取
り組み姿勢」、「支援分野」、「活動形態」という企業寄付に取り組むに当たっての諸条件の
違いに影響を受けることを明らかにしている。さらに、公的責任戦略との関連では、どの
ような戦略を採用していたか、具体的には「補完戦略」、「補完戦略」と「支援戦略」の併
用、「補完戦略」から「支援戦略」を中心とした戦略へのシフト、又は「刺激戦略」のどの
戦略を採用したのかに影響を受けていたことも検証されている。 
本論文の調査対象は東南部、西部の主要なサブサハラ・アフリカの 11カ国で上場するす
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べての産業であり、サブサハラ・アフリカでの先行研究では実施されたことにない網羅的
な対象の選定が行われている。また、調査対象のすべての国で、幅広い支援分野での活動
が確認でき、本業との一貫性が乏しい分野であっても、積極的な活動が行われていること
が確認できた。とりわけ、各企業が自社のアセットを活用しながら、貧困の削減や開発と
いう公益への関与に深く関与している状況が全ての国で確認でき、その内実に迫る検証が
できた点で本研究は意義を持つと言えよう。 
以上のように、本論文は、サブサハラ・アフリカ諸国における企業寄付の実態を初めて
網羅的、体系的に解明した研究として、高い評価を与えることができると考えている。 
 
 
2.2 残された課題 
金子氏の過去の調査結果、及び長年に及ぶサブサハラ・アフリカでの現場経験から見て、
同氏が指摘するように、サブサハラ・アフリカの多くの国で、企業寄付を通じて公益に関
与する際に、本研究での聞き取り調査の対象となったケニアと類似の傾向があることが予
想される。今後、ケニアに隣接するタンザニアやウガンダなどの周辺諸国での分析、及び、
南部、西部などの地域的な調査の積み重ねにより、サブサハラ・アフリカ全体の分析を行
っていくことが期待される。また、その際には、時代と共に変化するステイクホルダーの
意識の変化に対して、企業寄付を通じた公益への関与への取り組みにどのような変化が発
生するのかも注意深く検討していく必要があると言えよう。さらに企業寄付の手法の変化
や寄付の社会的投資化の動向に対して、サブサハラ・アフリカ全体に適用できる手法の諸
条件を明確にできれば、企業寄付の効果に関する企業側の考え方に変化をもたらす可能性
もある。その意味で、丁寧な地理的調査の外延的拡大と、ステイクホルダーの心理や手法
の変化を追いながら、企業の社会的責任の拡大の可能性をさらに検証していくことを期待
したい。 
 
 
3. 結論 
以上のように金子鋭一氏が提出した学位請求論文は、テーマ設定、分析手法及びそ 
の内容など、いずれの点をとっても、オリジナリティと学術的な寄与が認められ、博士
号の授与に値するものと考えられる。 
本論文審査小委員会は、委員全員の一致した意見として、金子鋭一氏に博士号（政 
策学）が授与されるべきであるとの結論に達した。 
 
